
◼ 地域の中核大学や特定分野の強みを持つ大学が、”特色ある強み”を十分に発揮し、社会変革を牽引する取組を強力に支援
◼ 実力と意欲を持つ大学の個々の力を強化するのみならず、先進的な地域間の連携促進や、社会実装を加速する制度改革な

どと併せて、政府が総力を挙げてサポート
◼ 地域社会の変革のみならず、我が国の産業競争力強化やグローバル課題の解決にも大きく貢献

①大学自身の取組の強化

⚫ 基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産
学連携促進）による、大学の強みや特色を伸ばす事業間の連
携や大学改革と連動した研究環境改善を推進

⚫ 特定分野において世界的な拠点となっている大学への支援強化

②繋ぐ仕組みの強化

⚫ 地域の産学官ネットワークの連携強化
- 域内に作られている産学官ネットワークを整理し、活用を促進
- 地域内・地域横断の組織を繋ぐキーパーソン同士の繋がりを広
げ、地域のニーズ発見や課題共有を促進

③地域社会における大学の活躍の促進
⚫ 各府省が連携し、地域が大学の知を活用してイノベーションによる
新産業・雇用創出や、地域課題解決を先導する取組を一体的に
支援
- イノベーションの重要政策課題や地域課題ごとに事業マップを整
理して、社会変革までの道のりを可視化
- ポテンシャルの高い取組について、情報共有を図りつつ伴走支援

⚫ 大学への特例措置や特区の活用促進

⚫ 人材育成や産学官連携を通じた社会課題解決・地域貢献
- 地域ニーズを踏まえた質の高い人材育成システムへの転換支援
- 産学官連携拠点、スタートアップ創出支援、大学マネジメント人
材育成・確保策の充実

⚫ スマートシティ、スタートアップ・エコシステム拠点都市、地域バイオコミュ
ニティなどの座組活用によるデジタル田園都市国家構想の実現への貢献

⚫ 大学の知の活用による新産業・雇用創出や地域課題解決に向け、
大学と地域社会とを繋ぐ（社会実装を担う）大学の教職員や、それを
伴走支援する専門人材・組織に着目した仕掛け

⚫ 大学と自治体の連携強化
- 地域等（自治体・社会実装を担う官庁）からの資金を受け入れ、
地域貢献を行う大学に対してインセンティブを付与

- 大学が持つ様々なポテンシャルに対する理解を促進し、自治体を
巻

き込む仕掛け

地域の中核大学や特定分野の強みを持つ大学の機能を強化し、成長の駆動力へと転換

日本の産業力強化やグローバル課題解決にも貢献するような大学の実現へ

R4 予算案 ：462億円
R3 １次補正予算額：173億円
R3 予算額 ：418億円
（この他、関連予算として〇〇億円）

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ （総合振興パッケージ）



総合振興パッケージによる支援全体像

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり
（基盤的な活動を支援）

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み
（大学の強みや特色を伸ばす事業※等を通じ、当該
事業間での連動を図りながら、強みや特色の更なる
発揮を支援。それらを支える体制づくりとも連携。）

◼ 大学が、自身の強みや特色を伸ばす戦略的経営を展開することで、ポテンシャルを抜本的に強化（大学が変わる）
◼ 大学が拡張されたポテンシャルを社会との協働により最大限発揮し、主体的に社会貢献に取り組むことで、社会を変革（社会

が変わる）

②繋ぐ仕組みの強化

①大学自身の取組の強化 ③地域社会における大学
の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの
連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

自治体との連携強化、
府省間の事業連携による

一体的支援

機能強化・拡張 機能強化・拡張

制度改革（特区活用）



共創の場形成支援
共創の場形成支援プログラム概要

• ウィズ・ポストコロナ時代を見据えつつ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）にもとづく未来のあるべき社会像（ビ

ジョン）を描き、産学官共創により、ビジョン実現に向けた「新たな経済的・社会的価値を創造するバックキャスト型

研究開発」とそれを支える「産学共創システムの構築・持続的運営」をパッケージで推進する拠点形成を支援

「人が変わる」
SDGs×ウィズ/ポストコロナに係る

ビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

「大学が変わる」
持続的な産学共創
システムの整備・運営

✓ 育成型、本格型の２類型で、バックキャスト研究開発と持

続的なシステム構築を推進する拠点を形成

✓ ①「ウィズ・コロナ」、「ポスト・コロナ」時代の社会ビジョン達

成を目指す産学官共創拠点（共創分野）、②大学等と

地域のパートナーシップによる拠点（地域共創分野）③

国の重点戦略を踏まえた拠点（政策重点分野）

推
進
方
法

共創の場のコンセプトイメージ

科学技術イノベーション

持続可能な
社会の実現

「ウィズ・コロナ」「ポスト・コロナ」の
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進

自立的に運営するため
の仕組みと体制を構築

SDGs×ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学共創システム

育成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。
支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度

（採択拠点数）
R2：12拠点
R3：13拠点

本格
型

①共創分野、②地域共創分野、③政策重点分野について、価値創造の

バックキャスト研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度

（採択拠点数）
R2：6拠点
R3：4拠点

※この他、複数企業からなるコンソーシアム型連携による非競争領域の大型共同研究等を推進する「産学共創プラットフォーム共同研究推進プロ
グラム」(OPERA、H27年度～)、10年後の社会像を見据えたビジョン主導によるバックキャスト型の研究開発を推進する「センター・オブ・イノ
ベーションプログラム」(COI、H25～R3年度)を実施



地域イノベーション・エコシステム形成プログラム

● 事業化経験を持つ人材を中心とした、
事業プロデュースチームを大学等に創設し、
事業プロデューサーのマネジメントのもとプロ
ジェクトを推進。

● 出口目標を民間資金等の獲得
（マネタイズ）ととらえマイルストン・出口
目標を設定し、専門機関による市場・
特許分析を踏まえた開発・事業化計画を
策定してプロジェクトの進捗管理を実施。

● 地域の競争力の源泉である技術シーズ等
を発掘。

● 国の知見、ネットワークも最大限活用し、
地方創生に資する成功モデルを創出。

● 全21地域採択（16地域 事業終了）

事業概要・イメージ

社会的インパクトが大きく地域の成長とともに国富の増大に資する事業化プロジェクトを推進することで、日本型
イノベーション・エコシステムの形成と地方創生を実現すること目指します。


